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表紙

第49回定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

連結株主資本等変動計算書
連結注記表

株主資本等変動計算書
個別注記表

（2023年７月１日から2024年６月30日まで）
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連結株主資本等変動計算書

株　　主　　資　　本
資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 2,270,228 2,486,327 10,784,976 △1,494,070 14,047,462
当期変動額
剰余金の配当 △542,749 △542,749
親会社株主に帰属する
当期純利益 948,329 948,329
自己株式の取得 △303,251 △303,251
自己株式の処分 64,597 71,381 135,979
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 － 64,597 405,579 △231,869 238,307
当期末残高 2,270,228 2,550,925 11,190,556 △1,725,939 14,285,770

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 84,168 8,134 92,302 14,139,765
当期変動額
剰余金の配当 △542,749
親会社株主に帰属する
当期純利益 948,329
自己株式の取得 △303,251
自己株式の処分 135,979
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 129,474 1,474 130,948 130,948
当期変動額合計 129,474 1,474 130,948 369,256
当期末残高 213,642 9,609 223,251 14,509,022

連結株主資本等変動計算書（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）
（単位：千円）

（注）上記の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結注記表
＜連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等＞
1.　連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　７社
株式会社ＣＩＪネクスト
株式会社カスタネット
日本ファイナンシャル・エンジニアリング株式会社
株式会社ａ－ＬＩＮＫ
株式会社ｉ－ＢＲＩＤＧＥ
ｉ－ＢＲＩＤＧＥ Ｓｙｓｔｅｍｓ Ｐｈｉｌｉｐｐｉｎｅｓ，Ｉｎｃ．
日伸ソフトウエア株式会社
　2023年７月３日付で日伸ソフトウエア株式会社の発行済株式の全てを取得したことに伴い、当連結会
計年度より連結の範囲に含めております。
非連結子会社はありません。

2.　持分法の適用に関する事項
（1）持分法非適用の関連会社数　１社

　株式会社ＤＢＭａｋｅｒ Ｊａｐａｎ
持分法を適用しない理由
　持分法を適用していない関連会社は、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等か
らみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性
がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

（2）持分法の適用の手続きについて特に記載する必要があると認められる事項
　該当事項はありません。

3.　会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの　……　時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等　　　　　　……　移動平均法による原価法
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連結注記表

②棚卸資産
仕掛品　　　　　　　　　　　　　……　個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法により算定)
商品及び製品、　　　　　　　　　……　移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下によ
原材料及び貯蔵品　　　　　　　　　　　る簿価切下げの方法により算定)

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産

　定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)、並びに2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　建物及び構築物　　　　３年～33年
　　工具、器具及び備品　　３年～20年

②無形固定資産
ソフトウェア(自社利用)
　見積償却年数(５年)に基づく定額法によっております。
ソフトウェア(市場販売目的)
　見込販売数量に基づく償却額と３年を限度とする残存有効期間に基づく均等配分額とを比較し、いずれ
か大きい額を償却する方法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

　債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しておりま
す。

（4）重要な収益及び費用の計上基準
　当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該
履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

①システム開発
　システム開発における顧客との契約形態は、顧客の要求やソフトウエアの開発段階において、請負契
約、準委任契約及び派遣契約に大別されます。
　請負契約は、主として顧客の要求する仕様に沿ったシステムやソフトウエアを制作し顧客に納品するも
のであり、当社グループは成果物を完成させる責任を有しております。準委任契約及び派遣契約は、主と
してシステムエンジニア等の専門要員の労働力を契約期間にわたって顧客に提供するものであり、当社グ
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連結注記表

ループは成果物を完成させる責任を有しておりません。
　請負契約による取引については、期間のごく短い契約を除き、作業の進捗に伴い顧客に財又はサービス
が移転し、一定の期間にわたり履行義務を充足することから、その進捗度に応じて収益を認識しておりま
す。進捗度の測定には、期末日における見積原価総額に対する実際発生原価の割合に基づくインプット法
を使用しております。
　準委任契約及び派遣契約による取引については、顧客への役務提供を通じて一定の期間にわたり履行義
務を充足することから、作業期間にわたり役務の提供に応じて収益を認識しております。

②システム開発に関連するサービス
　製品販売に関しては、顧客に製品を引き渡した時点で支配が移転し、履行義務が充足されることから、
当該時点で収益を認識しております。また、製品保守については、時の経過に応じて履行義務が充足され
ることから、保守期間にわたり契約金額を按分して収益を認識しております。

（5）のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、５年間又は７年間で均等償却しております。

＜会計上の見積りに関する注記＞
（一定期間にわたり履行義務が充足される請負契約による取引の収益認識）
1.　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

一定期間にわたり履行義務が充足される請負契約による取引の収益認識　　　2,677,361千円
2.　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、一定の期間にわたり充足される履行義務について、期間がごく短い場合を除き、履行義
務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。進捗度
の測定には、期末日における見積原価総額に対する実際発生原価の割合に基づくインプット法を使用してお
ります。
　一定期間にわたり履行義務が充足される請負契約による取引は、工期が他の案件と比較して長期間である
という特徴があり、新規顧客、新技術、新業務といった案件が含まれ、開発途中での仕様変更や、想定外の
事象の発生等により、原価総額の見積りの基礎となる実行予算の作成及び着手後の状況の変化に伴う見直し
について、不確実性を伴っております。
　従って、開発途中での仕様変更や、想定外の事象の発生等による想定していなかった原価の発生等によ
り、進捗度が変動した場合には、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な影響を与える可能性がありま
す。
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連結注記表

　　有形固定資産の減価償却累計額 282,076千円

場所 用途 種類 金額

神奈川県 その他 のれん 283,018千円
事業用資産 建物及び構築物等 18,978千円

フィリピン 事業用資産 工具、器具及び備品 1,664千円

＜表示方法の変更に関する注記＞
（連結損益計算書）
　前連結会計年度まで「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「助成金収入」は、金額的重要
性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「助成金収入」は1,775
千円であります。

＜連結貸借対照表に関する注記＞

＜連結損益計算書に関する注記＞
1.　研究開発費

　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は112,284千円であります。
2.　減損損失

　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　当社グループは、原則として事業用資産については事業部別・会社別に区分し、福利厚生施設については
個々の物件を単位としてグルーピングしております。
　連結子会社である株式会社ａ－ＬＩＮＫ、株式会社ｉ－ＢＲＩＤＧＥ及びｉ－ＢＲＩＤＧＥ Ｓｙｓｔｅ
ｍｓ Ｐｈｉｌｉｐｐｉｎｅｓ，Ｉｎｃ．（ｉ－ＢＲＩＤＧＥ フィリピン）の株式取得時に超過収益力を前
提としたのれんを計上しておりました。しかし、当該３社の収益の伸長が当初の計画を下回っており、のれ
んに減損の兆候が認められることから今後の事業計画の見直しを慎重に行った結果、投資額の回収が困難で
あると判断し、のれんの未償却残高の全額と当該３社の保有する事業用資産の帳簿価額を回収可能価額まで
減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。
　 なお、回収可能価額は将来キャッシュ・フローが見込めないことから零として評価しております。
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連結注記表

普通株式 66,798,288株

株式の種類 普通株式
配当金の総額 542,749千円
１株当たり配当額 14円
基準日 2023年６月30日
効力発生日 2023年９月 ５日

株式の種類 普通株式
配当の原資 利益剰余金
配当金の総額 634,982千円
１株当たり配当額 11円
基準日 2024年６月30日
効力発生日 2024年９月 ４日

＜連結株主資本等変動計算書に関する注記＞
1.　発行済株式の総数

2.　剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

2023年８月21日の取締役会において、以下のとおり決議しております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2024年８月20日の取締役会において、以下のとおり決議を予定しております。

＜金融商品に関する注記＞
1.　金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については預金及び安全性の高い金融商品等に限定しております。資金調達
については短期的な運転資金を銀行からの借入により調達しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　有価証券は合同運用の金銭信託及びコマーシャルペーパーであり、預金と同様の性格を有するものであ
ります。
　株式、債券等の投資有価証券は市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金、未払金及び未払法人税等は、すべて１年以内の支払期日であります。
　借入金は、短期的な運転資金であります。

－ 6 －
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

 有価証券及び投資有価証券
その他有価証券 2,373,645 2,373,645 －

資産計 2,373,645 2,373,645 －

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　当社は、販売管理規程に従い、各事業部門における販売管理責任者が取引先の状況を定期的にモニタリ
ングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把
握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の販売管理規程に準じて、同様の管理を行って
おります。

②変動リスク(市場価格等の変動リスク)の管理
　株式、債券等の投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、
保有状況の見直しを行っております。

③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性
の維持などにより、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。

2.　金融商品の時価等に関する事項
　2024年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりであ
ります。

(単位：千円)

（注１）「現金」については、現金であること、「預金」「売掛金」「買掛金」「短期借入金」「未払金」
「未払法人税等」については、短期間で決済されるため時価が簿価に近似するものであることから、
記載を省略しております。
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区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 18,614
関連会社株式 8,561
出資金 30,858

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金預金 9,460,290 － － －
売掛金 3,491,160 － － －
有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 400,000 900,000 300,000 100,000
合計 13,351,451 900,000 300,000 100,000

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

短期借入金 520,003 － － － － －
合計 520,003 － － － － －

（注２）市場価格のない株式等は、「有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品
の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(単位：千円)

（注３）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
(単位：千円)

（注４）その他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
(単位：千円)
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時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 561,944 － － 561,944
　　債券 － 1,381,290 － 1,381,290
　　その他 － 230,410 － 230,410

資産計 561,944 1,611,701 － 2,173,645

3.　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しております。
　債券、投資信託及び金銭信託は取引金融機関等から提示された価格を用いており、その時価をレベ
ル２の時価に分類しております。
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連結注記表

繰延税金資産
未払事業税 43,490千円
賞与引当金 144,701千円
退職給付に係る負債 9,047千円
減価償却費 5千円
投資有価証券評価損 16,634千円
その他有価証券評価差額金 2,610千円
その他 263,368千円

繰延税金資産小計 479,858千円
評価性引当額 △123,680千円
繰延税金資産合計 356,177千円
繰延税金負債との相殺 △85,237千円
繰延税金資産純額 270,939千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △106,019千円
繰延税金負債合計 △106,019千円
繰延税金資産との相殺 85,237千円
繰延税金負債純額 △20,781千円

法定実効税率 30.6％
(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8％
住民税均等割 1.1％
のれん償却額 2.8％
評価性引当額 2.2％
減損損失 5.5％
過年度法人税等 △1.3％
連結子会社との税率差異 3.2%
税額控除 △0.2％
その他 △0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.9％

＜税効果会計に関する注記＞
1.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

2.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
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取得の対価 現金 2,280,000千円
取得原価 2,280,000千円

＜企業結合等に関する注記＞
（取得による企業結合）
　当社は、2023年６月５日開催の取締役会において、日伸ソフトウエア株式会社（以下、日伸ソフトウエアと
いう。）の発行済株式の全てを取得し、同社を当社の連結子会社とすることを決議し、同日付で株式譲渡契約を
締結し、2023年７月３日に株式取得に関する手続きが完了いたしました。
1.　企業結合の概要
（1） 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称　　日伸ソフトウエア株式会社
事業の内容　　　　　ソフトウェア受託開発、保守、ネットワーク事業

（2） 企業結合を行った主な理由
　 当 社 グ ル ー プ は2022年 ６ 月 期 か ら2024年 ６ 月 期 の ３ ヵ 年 に わ た る 第 ６ 次 中 期 経 営 計 画
「Acceleration of growth to 50th～（通称：アクセル50）」を掲げ、核である大手顧客向けシステム
開発事業を継続しつつ、プライム事業、製品・サービス事業の拡大を目指しております。
　当社グループの事業環境としては、ソフトウェア開発を中心としてお客様からのIT需要は引き続き旺盛
であり、システム開発における技術的・量的側面のニーズは増加しております。一方で労働人口の減少や
IT技術の高度化、お客様が取り組まれるDX（デジタルトランスフォーメーション)への支援がより求めら
れている背景もあり、IT人材の確保や優秀な開発技術者の育成が重要課題と認識しております。
　日伸ソフトウエアは1984年の設立以来、制御系、通信系をはじめとしたソフトウェア開発（システム
設計、製造、構築、保守運用）における豊富な取引実績を有しております。また、さまざまなお客様の業
務システムや財務システム等、基幹系のシステム構築に関する業務ノウハウに強みを持っております。
　このたび、当社が日伸ソフトウエアを子会社化することにより、必要とする技術領域や産業分野におい
て両社の技術者のスキルアップや顧客層の拡大に取り組み、相互の更なる成長・発展を目指すことで、お
客様への提供価値をより高めていくことを目的とします。

（3） 企業結合日　　　　　　2023年７月３日
（4） 企業結合の法的形式　　株式の取得
（5） 結合後企業の名称　　　日伸ソフトウエア株式会社
（6） 取得する議決権比率　　100％
（7） 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。
2.　連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
　　2023年７月１日から2024年６月30日まで
3.　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
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アドバイザリーに対する報酬等 62,650千円

流動資産 1,447,871千円
固定資産 940,886千円
資産合計 2,388,758千円
流動負債 508,310千円
固定負債 119,747千円
負債合計 628,058千円

期首残高 31,023千円
時の経過による調整額 20,652千円
資産除去債務の履行による減少額 △21,093千円
期末残高 30,582千円

4.　主要な取得関連費用の内容及び金額

5.　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
（1） 発生したのれんの金額　　519,300千円
（2） 発生原因

　今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。
（3） 償却方法及び償却期間

　７年間にわたり均等償却いたします。
6.　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

＜資産除去債務に関する注記＞
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
1.　当該資産除去債務の概要

　当社グループは本社等事務所の不動産賃貸借契約に基づき、事務所の退去時における原状回復に係る債務
を有しておりますが、その計上は差入保証金を減額する方法によっております。

2.　当該資産除去債務の金額の算定方法
　不動産賃貸借契約に関連する敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、その
うち当連結会計年度の負担に属する金額を費用に計上しております。

3.　当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
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一時点で移転される財又は
サービス

一定の期間にわたり移転さ
れる財又はサービス 合計

顧客との契約から生じる収益 3,565,200 22,168,133 25,733,333
その他の収益 － － －
外部顧客への売上高 3,565,200 22,168,133 25,733,333

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 3,029,467
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 3,491,160
契約資産（期首残高） 511,409
契約資産（期末残高） 607,869
契約負債（期首残高） 84,506
契約負債（期末残高） 81,680

＜収益認識に関する注記＞
1.　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

2.　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「＜連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等＞　3.会計方針に関する事項
（4）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

3.　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1） 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

　契約資産は、主に顧客との請負契約及び準委任契約並びに派遣契約について期末日時点で履行義務を充足して
いるが未請求の財又はサービスに係る対価に対する当社グループの権利に関するものであります。契約資産は、
対価に対する当社グループの権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。当
該財又はサービスに係る対価は、契約に基づき顧客の検収又は役務提供の完了をもって請求し、概ね２ヶ月以内
に受領しております。
　契約負債は、主に時の経過に応じて収益を認識する顧客との製品保守契約等について、契約に基づき顧客から
受領した前受金で翌連結会計年度以降に充足する履行義務に対応するものであります。契約負債は、収益の認識
に伴い取り崩されます。
　当連結会計年度に認識された収益の額のうち契約負債（期首残高）に含まれていた額は、84,506千円であり
ます。なお、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から認識した収益の額に重要性はありませ
ん。
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1.　１株当たり純資産額 251円34銭

純資産の部の合計額(千円) 14,509,022
純資産の部の合計額から控除する金額(千円) －
普通株式に係る期末の純資産額(千円) 14,509,022
普通株式の期末発行済株式数(株) 66,798,288
普通株式の自己株式数(株) 9,072,592
１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(株) 57,725,696

2.　１株当たり当期純利益 16円35銭

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 948,329
普通株主に帰属しない金額(千円) －
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 948,329
普通株式の期中平均株式数(株) 57,984,703

（2） 残存履行義務に配分した取引価格
　当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略し
ております。

＜１株当たり情報に関する注記＞

１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

（注）当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき1.5株の割合で株式分割を行っております。当連結会
計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益を算
定しております。
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株主資本等変動計算書

株　　主　　資　　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途積立金 繰越利益

剰余金
当期首残高 2,270,228 2,277,617 22,634 2,300,251 48,330 3,751,000 6,112,885 9,912,216

当期変動額

剰余金の配当 △542,749 △542,749

当期純利益 991,369 991,369

自己株式の取得

自己株式の処分 64,597 64,597
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 64,597 64,597 － － 448,619 448,619

当期末残高 2,270,228 2,277,617 87,232 2,364,849 48,330 3,751,000 6,561,505 10,360,835

株　主　資　本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

当期首残高 △1,494,070 12,988,625 81,564 13,070,190
当期変動額
剰余金の配当 △542,749 △542,749
当期純利益 991,369 991,369
自己株式の取得 △303,251 △303,251 △303,251
自己株式の処分 71,381 135,979 135,979
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 109,839 109,839

当期変動額合計 △231,869 281,348 109,839 391,187
当期末残高 △1,725,939 13,269,974 191,403 13,461,378

株主資本等変動計算書（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）
（単位：千円）

（注）上記の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

個別注記表
＜重要な会計方針に係る事項に関する注記＞
1.　資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券
子会社株式及び関連会社株式　　　　……　移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの　……　時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)
市場価格のない株式等　　　　　　……　移動平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
仕掛品　　　　　　　　　　　　　　　……　個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定)
商品及び製品、　　　　　　　　　　　……　移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に
原材料及び貯蔵品　　　　　　　　　　　　　よる簿価切下げの方法により算定)

2.　固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

　定率法を採用しております。
　ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。
　主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　建物　　　　　　　　　３年～23年
　　工具、器具及び備品　　３年～20年

（2）無形固定資産
ソフトウェア(自社利用)
　見積償却年数(５年)に基づく定額法によっております。
ソフトウェア(市場販売目的)
　見込販売数量に基づく償却額と３年を限度とする残存有効期間に基づく均等配分額とを比較し、いずれ
か大きい額を償却する方法によっております。

3.　引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

　債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。
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個別注記表

4.　収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を
充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

（1）システム開発
　システム開発における顧客との契約形態は、顧客の要求やソフトウエアの開発段階において、請負契
約、準委任契約及び派遣契約に大別されます。
　請負契約は、主として顧客の要求する仕様に沿ったシステムやソフトウエアを制作し顧客に納品するも
のであり、当社は成果物を完成させる責任を有しております。準委任契約及び派遣契約は、主としてシス
テムエンジニア等の専門要員の労働力を契約期間にわたって顧客に提供するものであり、当社は成果物を
完成させる責任を有しておりません。
　請負契約による取引については、期間のごく短い契約を除き、作業の進捗に伴い顧客に財又はサービス
が移転し、一定の期間にわたり履行義務を充足することから、その進捗度に応じて収益を認識しておりま
す。進捗度の測定には、期末日における見積原価総額に対する実際発生原価の割合に基づくインプット法
を使用しております。
　準委任契約及び派遣契約による取引については、顧客への役務提供を通じて一定の期間にわたり履行義
務を充足することから、作業期間にわたり役務の提供に応じて収益を認識しております。

（2）システム開発に関連するサービス
　製品販売に関しては、顧客に製品を引き渡した時点で支配が移転し、履行義務が充足されることから、
当該時点で収益を認識しております。また、製品保守については、時の経過に応じて履行義務が充足され
ることから、保守期間にわたり契約金額を按分して収益を認識しております。

＜会計上の見積りに関する注記＞
（一定期間にわたり履行義務が充足される請負契約による取引の収益認識）
1.　当事業年度の計算書類に計上した金額
一定期間にわたり履行義務が充足される請負契約による取引の収益認識　　　2,467,525千円

2.　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　「連結注記表＜会計上の見積りに関する注記＞（一定期間にわたり履行義務が充足される請負契約による
取引の収益認識）2.　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に記載した内容と同
一であります。
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個別注記表

短期金銭債権 13,639千円
長期金銭債権 14,000千円
短期金銭債務 79,356千円

2.　有形固定資産の減価償却累計額 192,349千円

売上高 11,214千円
営業費用 808,831千円
営業取引以外の取引高 245,327千円

普通株式 9,072,592株

＜貸借対照表に関する注記＞
1.　関係会社に対する金銭債権債務

＜損益計算書に関する注記＞
1.　関係会社との取引高

営業取引による取引高

2.　研究開発費
　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は102,692千円であります。

3.　関係会社株式評価損
　特別損失に含まれる関係会社株式評価損45,300千円は、連結子会社である株式会社ｉ－ＢＲＩＤＧＥの
株式に係る評価損であります。

＜株主資本等変動計算書に関する注記＞
会社が保有する自己株式の数

－ 18 －
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繰延税金資産
未払事業税 25,406千円
賞与引当金 89,700千円
投資有価証券評価損 6,957千円
その他 108,652千円
繰延税金資産小計 230,717千円
評価性引当額 △59,589千円
繰延税金資産合計 171,127千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △83,813千円
繰延税金負債合計 △83,813千円
繰延税金資産純額 87,313千円

法定実効税率 30.6％
(調整)
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △5.4％
住民税均等割 0.8％
評価性引当額 1.6％
税額控除 △0.1％
その他 0.4％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.6％

＜税効果会計に関する注記＞
1.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

2.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
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期首残高 11,299千円
時の経過による調整額 3,377千円
期末残高 14,677千円

＜企業結合等に関する注記＞
　「連結注記表＜企業結合等に関する注記＞」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

＜資産除去債務に関する注記＞
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
1.　当該資産除去債務の概要
　当社は本社等事務所の不動産賃貸借契約に基づき、事務所の退去時における原状回復に係る債務を有して
おりますが、その計上は差入保証金を減額する方法によっております。

2.　当該資産除去債務の金額の算定方法
　不動産賃貸借契約に関連する敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、その
うち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上しております。

3.　当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

＜収益認識に関する注記＞
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表＜収益認識に関する注記＞」
に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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1.　１株当たり純資産額 233円20銭

純資産の部の合計額(千円) 13,461,378
純資産の部の合計額から控除する金額(千円) －
普通株式に係る純資産額(千円) 13,461,378
普通株式の期末発行済株式数(株) 66,798,288
普通株式の自己株式数(株) 9,072,592
１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(株) 57,725,696

2.　１株当たり当期純利益 17円10銭

当期純利益(千円) 991,369
普通株主に帰属しない金額(千円) －
普通株式に係る当期純利益(千円) 991,369
普通株式の期中平均株式数(株) 57,984,703

＜１株当たり情報に関する注記＞

１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

（注）当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき1.5株の割合で株式分割を行っております。当事業
年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益を算
定しております。
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